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令和７年７月 18日 

大阪市契約管財局 

 

総合評価落札方式における「賃上げなど給与増の取組」に対する加点措置について 

 

 総合評価落札方式の評価項目として、次のとおり「賃上げなど給与増の取組」を設け、賃

上げに取り組んでいる事業者を評価します。 

 

記 

 

１ 適用対象 

  令和８年４月１日以降に公告する、総合評価落札方式による案件（工事） 

 

２ 評価項目 

  賃上げなど給与増の取組 

 

３ 提出資料 

  次のいずれかを提出すること。 

  ① 給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表 

  ② 法人事業概況説明書 

  ③ 給与等の支給額が増加した場合の法人税額の特別控除に関する明細書 

  ④ （①～③で確認できない場合）税理士又は公認会計士等の第三者により「公告文等

で示されている基準と同等の賃上げ実績を確認することができると認められる」こ

とが明記された書面、及び賃上げを行ったことを示す書類 

 

４ 評価方法（賃上げ実績の確認） 

  開札日の属する直近の事業年度（又は暦年）において、対前年度比（又は前年比）で、

「給与等受給者一人当たりの平均受給額（中小企業等※においては「給与総額」）」で３％

以上（中小企業等においては 1.5％以上）増加したことが確認できた場合に加点する。 

 

 ※「中小企業等」は次のいずれかに該当する者をいう。 

  ・法人税法第 66条第２項又は第３項に該当する者。ただし、同条第５項に該当する者

は除く。 

  ・中小企業法第２条に該当する者 

  ・個人事業主 

  

 大企業 中小企業等 

評価対象 給与等一人当たりの平均受給額 給与総額 

賃上げ（増加）率 ３％以上 1.5％以上 
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５ 「同等の賃上げ実績」と認めることができる場合の考え方（３提出資料－④による場合）

※税理士又は公認会計士等の第三者による証明が必要 

 

○ 中小企業等においては、実情に応じて「給与総額」又は「給与等受給者一人当たりの

平均受給額」いずれを採用することも可能 

 

○ 各企業の実情を踏まえ、継続雇用している従業員のみの基本給や所定内賃金などによ

り評価することも可能 

  （例）・ベテラン従業員等が退職し、新卒採用等で雇用を確保することで給与総額が減

少する場合等は、継続雇用している給与等受給者への支給額で給与総額等を評

価する。 

・定年退職者の再雇用、育児休暇や介護休暇の取得者など給与水準が変わる者を

除いて評価する。 

     ・計画的に超過勤務を減らしている場合、超過勤務手当等を除いて評価する。 

     ・災害時の超過勤務や一時雇用、業績に応じ支給する一時金や賞与等を除いて評

価する。 

 

○ 「３提出資料－①～③」では従業員等の給与を適切に考慮できない場合、適切に控除

や補完が行われたもので評価することも可能 

（例）・一部の従業員の給与が含まれない場合、別途考慮して評価する。 

   ・外注や派遣社員の一時的な雇い入れによる労務費が含まれる場合、これを除いて 

評価する。 

    ・退職給付引当金繰入額といった実際に従業員に支払われた給与でないものが含 

まれる場合、これを除いて評価する。 

       ・役員報酬が含まれること等により従業員の賃金実態を適切に反映できない場合、

これを除いて評価する。 

 

※ 例えば、役員報酬を上げるのみとなっているなど、実態として従業員の賃上げが伴っ

ていないにも関わらず、実績確認を満足させるために恣意的な評価方法を採用するこ

とや、一定期間において賃金を意図的に下げる等により評価期間の賃上げ率の嵩上げ

を図ること等は、本制度の趣旨を意図的に逸脱している行為と見なし、賃上げ実績が

認められないものとします。 

 

 

（問合せ先）   

担当：契約管財局契約部契約課工事契約グループ 

電話：06-6484-7424  

 



① 給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表

② ①

≪大企業≫
①／② （一人当たり平均受給額）

≪中小企業等≫
①（給与総額）

３



② 法人事業概況説明書

④

①

②
③

≪大企業≫
（①＋②＋③）／④

（一人当たり平均受給額）

≪中小企業等≫
①＋②＋③（給与総額） ４



③ 給与等の支給額が増加した場合の法人税額の特別控除に関する明細書

①

②

≪大企業≫
②が0.030以上

（賃上げ率3％以上）

≪中小企業等≫
①又は②が0.015以上

（賃上げ率1.5％以上）

５



賃上げなど給与増の取組みの達成について

当社は、評価対象事業年度（又は暦年）において、〇人の従業員が退職
する一方、〇人の新卒採用者を雇用することになり、給与支給総額が〇％
増加にとどまったものの、継続雇用している〇人の給与支給総額は〇％増
加していたため、公告文等で示されている基準を満たす賃上げなど給与増
の取組みを達成したものと考えております。
この点について、計算の基礎となる添付資料及び計算過程を添付書類の

通り提出します。

（添付書類）
・賃上げなど給与増の取組 達成状況確認明細書
・令和〇年〇月分～令和〇年〇月分給与明細

令和〇年〇月〇日
（住 所）大阪市〇〇〇〇
（法人名）株式会社〇〇〇〇

代表取締役 〇〇 〇〇

上記添付書類により本書類に記載する賃上げ率等が算出されることにつ
いて、計算誤りがない旨確認しました。

令和〇年〇月〇日
（住 所）大阪市〇〇〇〇

（公認会計士等の氏名）〇〇 〇〇

◆ 税理士又は公認会計士等の第三者により「賃上げ実績を確認することができると認められる」ことが明記された書類（イメージ）

賃上げなど給与増の取組 達成状況確認明細書

令和X年度
（前年度）

令和X＋1年度
（当該年度）

法人事業概況説明書等に記載の給与支
給総額

〇〇〇円 〇〇〇円

控除可能な
給与総額

期間内の退職者に支給
した給与総額

〇〇〇円 〇〇〇円

期間内の新規採用者に
支給した給与総額

〇〇〇円 〇〇〇円

一時金、賞与又は超過
勤務手当等の総額

〇〇〇円 〇〇〇円

外注や派遣社員等の一
時的な雇い入れによる
労務費の総額

〇〇〇円 〇〇〇円

退職給付引当金繰入額
等の総額

〇〇〇円 〇〇〇円

役員報酬等の合計額 〇〇〇円 〇〇〇円

・・・ ・・・ ・・・

賃上げ評価対象給与総額 〇〇〇円 〇〇〇円

評価対象社員人数 □□円 □□円

一人当たり平均受給額 〇〇〇円／人 〇〇〇円／人
６

④ 税理士又は公認会計士等の第三者により「賃上げ実績を確認することができると認められる」ことが明記された書類


